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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第１区分
【発行日】平成27年9月10日(2015.9.10)

【公表番号】特表2014-524402(P2014-524402A)
【公表日】平成26年9月22日(2014.9.22)
【年通号数】公開・登録公報2014-051
【出願番号】特願2014-524331(P2014-524331)
【国際特許分類】
   Ｃ０４Ｂ  24/26     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ 101/08     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  61/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  97/02     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  33/02     (2006.01)
   Ｃ０４Ｂ  24/18     (2006.01)
   Ｃ０４Ｂ  24/22     (2006.01)
   Ｃ０４Ｂ  24/30     (2006.01)
   Ｃ０４Ｂ  28/02     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０４Ｂ   24/26     　　　Ｆ
   Ｃ０８Ｌ  101/08     　　　　
   Ｃ０８Ｌ   61/00     　　　　
   Ｃ０８Ｌ   97/02     　　　　
   Ｃ０８Ｌ   33/02     　　　　
   Ｃ０４Ｂ   24/26     　　　Ｂ
   Ｃ０４Ｂ   24/26     　　　Ｅ
   Ｃ０４Ｂ   24/18     　　　Ｂ
   Ｃ０４Ｂ   24/22     　　　Ｃ
   Ｃ０４Ｂ   24/30     　　　Ｄ
   Ｃ０４Ｂ   28/02     　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成27年7月17日(2015.7.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　驚くべきことに、本発明の背景にある課題は、本発明の方法、固体分散剤、及び使用に
よって克服されることが見出された。本発明のさらなる実施形態を、本明細書全体にわた
り概説する。
　本発明の実施態様としては以下の態様を挙げることができる：
《態様１》
　以下の工程を含む、水硬化性結合組成物用の固体分散剤の製造方法：
　ａ）カルボキシル基を含むポリマー主鎖を有する櫛型ポリマーである第１のポリマーを
少なくとも１つ準備する工程、
　ｂ）少なくとも芳香族化合物とホルムアルデヒドとの縮合物、又はリグノスルホナート
である第２のポリマーを少なくとも１つ準備する工程、
　ｃ）第１及び第２のポリマーを含む水溶液を調製する工程、並びに
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　ｄ）前記水溶液を噴霧乾燥して固体分散剤を得る工程。
《態様２》
　前記櫛型ポリマーの主鎖がポリカルボン酸であり、前記櫛型ポリマーの少なくとも幾つ
かの側鎖がポリエーテルである、態様１に記載の方法。
《態様３》
　前記櫛型ポリマーの側鎖が、エステル結合、エーテル結合及び／又はアミド結合によっ
て、前記ポリカルボン酸主鎖に共有結合している、態様２に記載の方法。
《態様４》
　前記ポリカルボン酸が、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸、又はアクリル酸及びメタ
クリル酸の共重合体である、態様１から３のいずれか一項に記載の方法。
《態様５》
　前記側鎖が、ポリエチレングリコール及び／又はポリプロピレングリコールを含む、態
様１から４のいずれか一項に記載の方法。
《態様６》
　前記櫛型ポリマーの平均分子量（Ｍｗ）が、５，０００～１５０，０００ｇ／ｍｏｌ、
特に１０，０００～１００，０００ｇ／ｍｏｌ、及び／又は前記第２のポリマーの平均分
子量が、１，０００～５０，０００ｇ／ｍｏｌ、特に２，０００～１０，０００ｇ／ｍｏ
ｌである、態様１から５のいずれか一項に記載の方法。
《態様７》
　前記第２のポリマーがスルホナートである、態様１から６のいずれか一項に記載の方法
。
《態様８》
　前記第２のポリマーが、メラミンスルホナートホルムアルデヒド縮合物、ナフタレンス
ルホナートホルムアルデヒド縮合物、又はリグノスルホナートである、態様１から７のい
ずれか一項に記載の方法。
《態様９》
　前記櫛型ポリマー及び／又は前記縮合物が、中和又は部分的に中和されている、態様１
から８のいずれか一項に記載の方法。
《態様１０》
　噴霧乾燥させる前に、前記水溶液が以下を含んでいる、態様１から９のいずれか一項に
記載の方法：
　　　ｉ．　　　５～６０％（重量／重量）の第１のポリマー、
　　　ｉｉ．　　５～６０％（重量／重量）の第２のポリマー、及び
　　　ｉｉｉ．　２０～８０％（重量／重量）の水。
《態様１１》
　前記固体分散剤が粉末又は顆粒の形態である、態様１から１０のいずれか一項に記載の
方法。
《態様１２》
　態様１から１１のいずれか一項の方法によって得ることができる、水硬化性結合組成物
用の固体分散剤。
《態様１３》
　以下を含む、態様１２の固体分散剤：
　　　Ｉ．　　　５～９５％（重量／重量）の第１のポリマー及び
　　　ＩＩ．　　５～９５％（重量／重量）の第２のポリマー、
ここで、ポリマーｉ．及びｉｉ．の合計量が少なくとも９０％（重量／重量）である。
《態様１４》
　平均粒径ｄ５０％が、４０～１００μｍ、好ましくは６０～８０μｍであり、及び／又
はｐＨが５～９、より好ましくは６～８（４％（重量／重量）水溶液において測定）であ
る、微粉末の形態の態様１２又は１３の固体分散剤。
《態様１５》
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　水硬化性結合組成物用の分散剤としての、好ましくは流動化剤としての、態様１２から
１４のいずれか一項の固体分散剤の使用。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下の工程を含む、水硬化性結合組成物用の固体分散剤の製造方法：
　ａ）カルボキシル基を含むポリマー主鎖を有する櫛型ポリマーである第１のポリマーを
少なくとも１つ準備する工程、
　ｂ）少なくとも芳香族化合物とホルムアルデヒドとの縮合物、又はリグノスルホナート
である第２のポリマーを少なくとも１つ準備する工程、
　ｃ）第１及び第２のポリマーを含む水溶液を調製する工程、並びに
　ｄ）前記水溶液を噴霧乾燥して固体分散剤を得る工程。
【請求項２】
　前記櫛型ポリマーの主鎖がポリカルボン酸であり、前記櫛型ポリマーの少なくとも幾つ
かの側鎖がポリエーテルである、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記櫛型ポリマーの側鎖が、エステル結合、エーテル結合及び／又はアミド結合によっ
て、前記ポリカルボン酸主鎖に共有結合している、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記ポリカルボン酸が、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸、又はアクリル酸及びメタ
クリル酸の共重合体である、請求項１から３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　前記側鎖が、ポリエチレングリコール及び／又はポリプロピレングリコールを含む、請
求項１から４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記櫛型ポリマーの平均分子量（Ｍｗ）が、５，０００～１５０，０００ｇ／ｍｏｌ、
及び／又は前記第２のポリマーの平均分子量が、１，０００～５０，０００ｇ／ｍｏｌで
ある、請求項１から５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　前記第２のポリマーがスルホナートである、請求項１から６のいずれか一項に記載の方
法。
【請求項８】
　前記第２のポリマーが、メラミンスルホナートホルムアルデヒド縮合物、ナフタレンス
ルホナートホルムアルデヒド縮合物、又はリグノスルホナートである、請求項１から７の
いずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　前記櫛型ポリマー及び／又は前記縮合物が、中和又は部分的に中和されている、請求項
１から８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１０】
　噴霧乾燥させる前に、前記水溶液が以下を含んでいる、請求項１から９のいずれか一項
に記載の方法：
　　　ｉ．　　　５～６０％（重量／重量）の第１のポリマー、
　　　ｉｉ．　　５～６０％（重量／重量）の第２のポリマー、及び
　　　ｉｉｉ．　２０～８０％（重量／重量）の水。
【請求項１１】
　前記固体分散剤が粉末又は顆粒の形態である、請求項１から１０のいずれか一項に記載
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の方法。
【請求項１２】
　請求項１から１１のいずれか一項の方法によって得ることができる、水硬化性結合組成
物用の固体分散剤。
【請求項１３】
　以下を含む、請求項１２の固体分散剤：
　　　Ｉ．　　　５～９５％（重量／重量）の第１のポリマー及び
　　　ＩＩ．　　５～９５％（重量／重量）の第２のポリマー、
ここで、ポリマーｉ．及びｉｉ．の合計量が少なくとも９０％（重量／重量）である。
【請求項１４】
　平均粒径ｄ５０％が、４０～１００μｍであり、及び／又はｐＨが５～９（４％（重量
／重量）水溶液において測定）である、微粉末の形態の請求項１２又は１３の固体分散剤
。
【請求項１５】
　水硬化性結合組成物用の分散剤としての、請求項１２から１４のいずれか一項の固体分
散剤の使用。
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